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第 121回労働力需給制度部会を開催、 

部会長より報告を取りまとめたいとの意向が示される。 

 

 

 ９月１８日（木）、第 121回労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会が

開催された。前回示された部会報告（案）に対する労使の意見への公益見解が示され、

部会長は前回の報告（案）のとおりで取りまとめたいとの意向を示した。労使双方の

委員は、それでもなお主張しておきたい点について意見を述べた。 

 

 労働者側は、［1］登録型派遣の規制が何も措置されなかったのは問題。期間制限を

１年に戻し、活用事由制限を行うなどの臨時的・一時的であることを担保するための

実効性ある措置を導入するとともに、労働者派遣事業はすべて許可制とすべき。［2］

常用代替防止を担保するため、派遣先の同種の業務に従事する労働者との均等待遇原

則を法律で明確にすべき。［3］派遣先での直接雇用の行政勧告ではなく、直接雇用み

なし規定を導入すべきことを主張した。 

 

 使用者側は、［1］期間の定めのない雇用契約の派遣労働者については、自由化業務

の期間制限及び雇用申込義務を撤廃すべき。［2］派遣労働者の賃金決定の際に、派遣

先の同種の労働者の賃金を考慮要素とすべきではない。［3］行政による派遣先に対す

る直接雇用契約申込みの勧告は、派遣先の故意・重過失がある場合に限定し、個別的

かつ総合的に判断すべきことを主張した。 

 なお、今回出された労使の意見の報告（案）への反映等については、公益委員で検

討した上で、次回部会で示し、議論することとした。  

  



＜第 121回労働力需給制度部会・労働側議事メモ＞ 

 

１．日時：２００８年９月１８日（木）１４:００～１４：３０ 

２．場所：厚生労働省 14階・第 1会議室 

３． 出席者：公益委員３名（清家部会長、鎌田、北村） 

        労働者側委員３名（長谷川、市川（佳）、古市） 

        使用者側委員３名（平田、山崎、市川（隆）） 

４．主な質疑： 

（１）労使の意見に対する公益見解 

○日雇い派遣に関する脱法行為の規制（労側主張）について 

派遣元との雇用契約期間が一定期間以上あれば問題はないのではないか。労側指

摘のスポット派遣のような脱法行為が行われないよう行政の厳正な指導をお願い

したい。 

 

○一般労働者派遣事業と特定労働者派遣事業の区分の見直し（労側主張）について 

事業開始時は許可制と届出制で区別されているが、事業開始後の行政指導等につ

いては事業区分に関係なく行っている。両者の区分を将来的に見直すということで

あれば、今後の検討課題となるのではないか。 

 

○均等待遇原則の明記（労側主張）について 

派遣先労働者の賃金決定には年功的要素も含まれること、派遣労働者は勤続期間

が短いので、派遣先労働者との均等となった場合、かえって賃金が低くなりかねな

いこと、派遣先の違いによって、同じ派遣元の派遣労働者間で不均衡になること等

から、均等待遇を法律で明記することは適当ではない。 

 

○マージンの個別公開（労側主張）について 

派遣料金は複数の人数分を一括して支払う場合もあり、個人別に賃金と対比する

ことが困難な面もあるので、個別のマージン公開を法的義務とするのは適当ではな

い。派遣労働者への待遇説明の中で、派遣料金・社会保険等について説明すること

はあり得る。 

 

○期間の定めのない雇用契約の派遣労働者に対する期間制限（自由化業務）及び直

接雇用契約申込義務の撤廃（使側主張）について 

期間制限と直接雇用申込義務は、常用代替防止の担保措置となっているので、そ

れを適用除外とすることは現時点では採用できない。 

 

 

 



○直接雇用みなし規定の導入（労側主張）について 

［1］派遣先での雇用を望まない人に対しても雇用関係を成立させることとなるこ

と、［2］派遣先で雇用される際の労働条件を具体的に確定できないこと、［3］直接

雇用に関する義務の履行を促す行政の関与を制度に組み込めなくなること、［4］裁

判の際、労働者の立証責任等に関する負担が大きくなること等から、直接雇用みな

し規定の導入は適当ではない。 

 

○紹介予定派遣後の雇用を有期とする場合の合理的理由の必要（労側主張）につい  

 て 

紹介予定派遣は直接雇用の促進に寄与している。ハードルを高くすると、現行制

度の機能が損なわれることにもなる。 

 

【労働者側の意見】 

○登録型派遣について 

検討時間の不足もあり、登録型派遣の規制について、踏み込んだ検討がなされな

かったことは非常に残念。登録型派遣の「雇用の安定」や「労働者保護」を担保す

る措置が、今回の報告案には何もないということは、強く指摘しておきたい。期間

制限を１年に戻すことや、期間制限に加えて労働者派遣の活用事由の制限を行うな

ど、労働者派遣が「臨時的・一時的な労働力の需給調整のシステム」であることを

担保する実効性ある措置を導入すべき。常用型派遣は「期間の定めのないもの」と

いう明確な整理はなされなかったが、法的な整理が必要。常用型にも「有期」雇用

の労働者が存在する以上、「一般」と「特定」という区別をやめて、労働者派遣は

すべて許可制とすべき。 

 

○均等・均衡待遇について 

労働者派遣制度の根幹には「常用代替防止」があるものの、派遣労働者の賃金が

派遣先労働者と比べて低いことが多いために派遣労働者が増加し、正社員が派遣労

働者に置き換えられている。「常用代替防止」を担保するためにも、派遣先におい

て同等の職務に従事する労働者と同等以上の待遇を求める均等待遇原則が不可欠。

「報告案」に記載されたような内容では、実効性を担保できない。少なくとも、法

律で均等待遇原則を明確にすることが必要。 

 

○直接雇用みなし規定について 

「行政による勧告」の導入は問題。法違反があった場合でも、勧告するか否かが

行政の裁量に委ねられる点が最も問題であり、労働者の権利救済にはならないので

はないか。行政の役割も重要だが、今後の労働法の在り方を考えた場合、それだけ

では不十分。重大な法違反の場合に、派遣先と派遣労働者との間に雇用関係があっ

たとみなす「直接雇用みなし規定」を導入すべき。 



【使用者側の意見】 

［1］期間の定めのない派遣労働者については、派遣先を安定的に確保し、常用

化を推進する観点から、自由化業務の期間制限（40条の２）と雇用申込義務（40

条の４）についても適用除外とすべき。［2］派遣労働者の賃金を決定する際に、派

遣先の同種の労働者の賃金を考慮要素の１つとすることは、そもそも雇用主が異な

ることから、企業別労使関係を基本とする日本の労働市場においては採用すべき考

え方ではない。［3］行政による派遣先での直接雇用の申込みの勧告については、派

遣先の故意・重過失による場合に限定し、個別的かつ総合的に判断して措置すべき。 

 

【その他】 

[労働者側] 

［1］今回の「日雇い派遣」の規制手法では、雇用契約を 31日以上にし、１日ご

とに派遣先を変えるような脱法行為が起こらないとも限らず、懸念が払拭されない。

このような問題への対応が必要である。［2］期間の定めのない派遣労働者について、

特定目的行為を可能とするとの結論は、やむを得ない面もあるが、個人情報の流失

や差別につながる行為は許されるべきではない。特定目的行為は派遣契約の成立以

降とすることや競合面接は禁止すべき。 


